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対象手続：地方分権改革に関する提案募集

令和６年の地方分権改革に関する提案募集では、「産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処
理業に係る変更届出のワンストップ化」について提案があった。

⚫提案事項名：産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業に係る
変更届出のワンストップ化

⚫求める措置の具体的内容：産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物
処理業に係る変更届出について、全国統一のオンラインシステム等により、事業
者が複数の都道府県等に一括して提出できる仕組みを構築すること。

令和６年の地方分権改革に関する提案募集
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対象手続：共通化の対象候補

「B.共通システムが存在しないもの」、「B-2.共通化の効果が見込まれるもの」、「13.産業廃棄物処理業
及び特別管理産業廃棄物処理業に係る変更届出のワンストップ化＜49＞」が対象となっている。

別添①国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針に基づく令和６年度共通化の対象候補案について.pptx/P10
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選定理由

令和６年地方分権提案（管理番号49）を前提に産業廃棄物の行政手続に関わる申請・届
出等システムが選定された。

(2) 選定理由
現状、各種環境法令に基づく申請・届出については、事業者は地方自治体に来庁し、申請・届出を紙により提出する必要が
ある団体が多い。一部の地方自治体では、独自の電子申請システムを導入しているが、区域をまたがって活動する事業者に
とってはそれぞれの電子申請システムに対応しなければならない状況となっている。
環境法令に基づく申請・届出についてシステムを導入することにより、事業者の来庁の手間を減らすなど、利便性の向上に資
するとともに、地方自治体が申請・届出の事務処理の効率化やデータ収集の効率性を高めることに資すると考えられる。

本業務は、地方自治体ごとの条例による上乗せ、横出し規制もあることから、届出の項目・様式等が地方自治
体により異なる実情があるが、手続自体は地方自治体にとって共通のものであり、令和６年度分権提

案で地方自治体が求める措置に対応できる既存システムが存在しないことに鑑み、それぞれの地方自治体が構築するよりも共
通化した方がトータルコストを最小化できると考えられるため、環境法令に係る申請・届出システム共通化の対象候補とする。
＜参考＞「令和６年の地方分権改革に関する提案募集」（以下「令和６年地方分権提案」という。）（管理番号 28、

49）

資料５_共通化の対象選定に向けた令和６年度の作業依頼について（案）【セット版】.pdf / P2抜粋

⚫ 各地方公共団体の条例による事情を考慮した様式、添付書類等が許容できる前提で検討する。
⚫ 手続業務のオンライン化はe-Govを前提に全国共通プラットフォームとして統一する。（共通の業務フロー、共
通の外部システム連携等）
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ミッションの明確化

環境省はデジタル庁と緊密なコミュニケーションを確保の上連携し、e-Govを利用したオンライン化について
令和７年３月末までに、共通化の方法やスケジュールを記した推進方針案を策定することとされた。環境
省は行政手続の電子化、デジタル庁はe-Govを利用したオンライン化をミッションとする。

(3) 依頼事項
環境省は、デジタル庁と連携し、令和７年３月末までに、共通化の方法や今3後のスケジュールを記した推進方針案を策定
されたい。
その際、政府全体で e-Gov の利用を促進していることを踏まえ、地方自治体の声を聴きながら、環境省とデジタル庁との間
の緊密なコミュニケーションを確保されたい。また、環境省は、地方自治体ごとの条例による上乗せ、横出し規制のある環境法
令等に係る申請手続において、デジタル庁が環境整備等を実施する e-Gov を利用したオンライン申請が可能となるように必要
な措置を、デジタル庁は、環境省が実施する e-Gov を利用した同手続のオンライン化において、環境省と連携し、実現方法に
ついて検討し、その結果に基づいて必要な措置を、それぞれ検討されたい。そして、これらの取組等により、国・地方を通じたトー
タルコストが最小化する方法を検討されたい。
検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報告されたい。

02別添１_共通化の対象選定に向けた令和６年度の対象候補の選定及び作業依頼について【セット版】.pdf / P2,P3

⚫ 環境省のミッション：地方公共団体ごとの条例による上乗せ、横出し規制のある環境法令等に係る行政手続
の電子化について環境整備等を検討する。

⚫ デジタル庁のミッション：環境省が電子化を検討する行政手続において、e-Govを利用したオンライン化が可能
となるように必要な措置を検討する。
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推進方針案を策定するための体制（案）

廃棄物規制課はDX関連を電子化担当、手続関連を法令担当が担当し、環境情報室のe-Gov施策を
遵守した上で、e-Govによるオンライン化担当のデジタル庁と連携して調査検討等を進める。同時に地方
公共団体との意見交換を進めつつ、予算獲得後はITコンサルティング事業者を交えた体制を整備する。

推進方針案を策定するための体制図（案）

デジタル庁
国民グループ
e-Gov担当

電子化担当

DX担当

環境情報室

手続担当

法令担当

e-Govシステム担当
PMO

・電子化関連：DX担当
・手続関連：法令担当

窓口

調査検討等業務・請負事業者

ITコンサルティング

環境省
環境再生・資源循環局
廃棄物規制課

地方公共団体

手続担当

・内閣官房デジタル行財政改革会議事務局
・国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会

依頼元



推進フェーズ（案）
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推進フェーズ（案）の概要

共通化推進法案
の策定

（中間報告）

共通化推進方針案
の策定

（最終報告）

e-Govシステム
要件定義

e-Govシステム
開発

e-Govシステム
運用保守

③運用保守フェーズ

▼R7/1 ▼R7/4 ▼RX/4▼R6/11 ▼RX/4 ▼RX/4

②開発フェーズ

令和６年度     令和７年度 令和X年度  令和X年度 令和X年度

②以降はFit&Gap分析等の評価
結果により都度フェーズを検討する

地方公共団体からの情報収集、課題認識、業務要件の明確化、e-Gov利用を前提としたFit&Gap分
析等を進める。令和６年度は２地方公共団体の現状を把握しつつ、手続電子化の方向性を定める。令
和７年度は129地方公共団体へのアンケートを実施後、検討会を開催しプロトタイプ制作を試行する。

アンケート

調査検討等

検討会

プロトタイププレ調査検討等
e-Gov現状把握

X県・現状把握

課題認識

解決の方向性

①調査検討等フェーズ
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②別添２の「令和６年度共通化の対象候補に対する地方自治体の意見」で指摘されている事項

意見の最終版「20241022_別添③意見等提出様式.xlsx」を当課にて仕分けした。大半の意見がシス
テム面の「計画」、「仕様」、「導入負荷」、「情報セキュリティ」、「他システムとの比較」に対してであった。手
続面では少数であるが「様式」、「添付書類」に対して見受けられた。

「20241120_別添③意見等提出様式（環境法令に係る申請・届出システム＋全体について）_廃棄物規制課仕分.xlsx」
抜粋

１．主なシステム面の意見
①計画：事前共有と周知
②仕様：具体的な機能要望、費用負担
③導入負荷：容易性、人材不足への配慮
④情報セキュリティ：真正性の担保、なりすまし・改ざん防止、個人情報の取り扱い
⑤他システムとの比較：他システムの長所、特徴

２．主な手続面の意見
①仕様：条例対応、業務の見直し
②添付書類：添付書類の見直し、真正性の担保、なりすまし・改ざん防止
③導入負荷：従来手続との併用
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意見から導出される要件

意見の最終版を当課にて仕分けした。大半の意見がシステム面の「計画」、「仕様」、「導入負荷」、「情報
セキュリティ」、「他システムとの比較」に対してであった。手続面では少数であるが「様式」、「添付書類」に対
して見受けられた。

「20241120_別添③意見等提出様式（環境法令に係る申請・届出システム＋全体について）_廃棄物規制課仕分.xlsx」
から導出される要件

１．各地方公共団体の事情に対応
•自らの事情に応じて各地方公共団体が自律的に様式や添付資料等の設定ができること
•文書管理システム、外部システムと連携ができること

２．導入負荷が低く、DX人材不足に配慮
•複雑で工数がかかる事前準備や高いITリテラシーが無くとも導入できること
•極力開発することなく導入し、地方公共団体の職員が容易に運用・保守ができること
•導入後も運用負荷が低いこと

３．計画や仕様
•各地方公共団体に対し事前に計画や仕様を共有し周知した上で要望をヒアリングし進めること

４．情報セキュリティ
•真正性の担保、なりすまし・改ざん防止ができること
•個人情報の取り扱いに配慮していること
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業務フロー

業務フローを検討する。

12

申請・届出等業務フロー（届出例）

手
続
者

受
理
者

外
部

事前相談
日時登録

事前相談
実施

事前相談
実施

申請・届出
等情報登録

審査

許可証
の受領

現地審査

現地審査
許可証
の発行

欠格要件の
回答

手数料
の納付

（前納の場合
有り）

②提出①事前相談 ④審査
⑥許可証
等発行

⑤現地
審査

欠格要件の
照会

添付書類
登録

提出内容の
確認

③受領

到達

届出等手続の対
象外は網掛け
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様式と添付書類の現状
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様式については廃掃法施行規則の様式を用いるよう、通知を発出するなどして周知している。

地方自治体によっては、廃掃法施行規則に規定する添付書類に加えて、条例や要綱により必要となる添付書類を追加している場合があると考えられるが、廃掃法は、
各地方自治体がその許可事務等を行うに当たって添付書類を追加することを一切認めないとするものではなく、特段の対応は考えていない。

産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業に係る変更届出 「様式」と「添付書類」

様 式

＜様 式＞
＜添付書類＞

• 住民票の写し、欠格要件の審査に必要
な書類（氏名変更、役員変更）

• 定款、登記事項証明書（名称変更）
• 変更後の事務所及び事業場の付近の

見取図（所在地変更）
• 事業の用に供する施設の所有権を有す

ることを証する書類、図面（施設、設置
場所変更）

• 特別管理産業廃棄物の性状の分析につ
いて十分な知識・技能を有する者である
ことを証する書類（当該者の変更）

等
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参考：地方公共団体への技術的助言を通知済み（電子メールによるオンライン化対応）

技術的助言により地方公共団体に対して電子メールによるオンライン化について通知している。

【通知】デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理及び清掃に
関する法律等の適用に係る解釈の明確化等について.pdf

200515_（通知）新型コロナウイルス感染症に対処する
ための廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の特
例を定める省令の施行について.pdf
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事例：兵庫県 電子申請システム

一部の電子申請はオンライン化が実現されている。

兵庫県電子申請共同運営システム（ｅ－ひょうご）

https://www.e-hyogo.elg-front.jp/hyogo/navi/index.html
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事例：兵庫県

現時点では対面、郵送が前提であり、 「（特別管理）産業廃棄物収集運搬業変更（廃止）届出」 に
関する手続詳細ページからの書類ダウンロードを実施している。オンライン化はしていない。

産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業に係る変更届出 / 兵庫県HP

兵庫県電子申請共同運営システム（ｅ－ひょうご）：手続詳細

住民票（本籍記載のもの）、許可証の原本、登記されていないことの証明書等は
オンライン提出できないため、郵送もしくは窓口への原本提出が必要となる。

https://www.e-hyogo.elg-front.jp/hyogo/navi/procInfo.do?govCode=28000&procCode=7112
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事例：兵庫県

届出書の記載項目追加、添付書類の追加等が定められている。

変更（廃止）チェックリスト.pdf変更（廃止）届出書.pdf
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事例：兵庫県 「表組」の課題

表組された様式に書ききれないケースがある。例えば運搬車両一覧は表組となる。車両が10台以上という
ケースもあり、複数ページに渡り拡張可能な機能が必要となる。

（第２面）３（１）運搬車両一覧
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事例：兵庫県 「写真」の課題

写真データを書類に貼付する機能、保存容量の検討が必要となる。

（第６面）運搬車両の写真 事務所及び事業場等の写真
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事例：兵庫県 提出先の指定

変更届出要領【R6.5】.pdf

届出内容によって提出先を選択している。都道府県をまたがった同時提出だけでなく、県庁担当部署、県
事務所への同時提出についても検討を要する。
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事例：栃木県 電子申請システム

一部の電子申請はe-TUMO APPLYによりオンライン化が実現されている。

とちぎ 電子申請システム

https://apply.e-tumo.jp/pref-tochigi-u/offer/offerList_initDisplay.action
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事例：栃木県 原則として郵送

現時点では郵送が前提であり、 栃木県HPからの書類ダウンロードを実施している。オンライン化はしていな
い。

変更（廃止）届 / 栃木県HP
栃木県／産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）収集運搬業の許可申請、届出等について

https://www.pref.tochigi.lg.jp/d05/eco/haikibutsu/haikibutsu/unpankyokasinnsei.html#henkouhaishikettkakutodoke
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事例：栃木県

兵庫県と同様に、届出書の記載項目追加、添付書類の追加等が定められている。

sanko-kabunushi-sinkyu_20201001.xls変更（廃止）届出書.pdf
（参考様式）

保有する株式の数 保有する株式の数

出資の額 出資の額

発行済株式の総数 発行済株式の総数

出資の額 出資の額

＊法人の場合は、会社の名称と代表者の氏名を記載すること

新

（ふりがな）
氏名又は名称等＊

割合
（％）

割合
（％）

（ふりがな）
氏名又は名称等＊

株主の新旧対照表

旧
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事例：栃木県 「表組」の課題

兵庫県と同様に、表組された様式に書ききれないケースがある。例えば運搬車両一覧は表組となる。複数
ページに渡り拡張可能な機能が必要となる。

23_tenpuyousiki6gouno2_20210212.doc
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事例：栃木県 「写真」の課題

兵庫県と同様に、写真データを書類に貼付する機能、保存容量の検討が必要となる。

運搬車両の写真
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事例：栃木県 提出先の指定

兵庫県と同様に、届出内容によって提出先を選択している。都道府県をまたがった同時提出だけでなく、県
庁担当部署、県事務所への同時提出についても検討を要する。

henkoutodokeitiran061024.pdf



1.ご依頼の概要

2.調査検討等の進め方

3.手続関連

4. DX関連

5.今後の対応予定

⚫ あるべきプラットフォーム構成

⚫ 全体構想（案）

⚫ 個別方式と共通方式

⚫ e-Gov活用について

⚫ 類似システム

29
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あるべきプラットフォーム構成

e-Govを前提とした申請・届出等システムは、各地方公共団体の状況に応じた開発、運用・保守業務の
業務負荷を極小化できるSaaSであるべきである。

代表的なプラットフォーム構成図

開発・運用・保守の負荷

インフラ

ミドル

アプリ
サーバアプリ

クライアントアプリ

オンプレ BaaS SaaS

職員等利用者の業務負荷 低高

クラウド

インフラ

ミドル

アプリ

インフラ

ミドル

アプリ

インフラ

ミドル

個別の独自開発ではなく、業務を極
小化するためには、e-GovもSaaSと
してのサービスが求められる。

IaaS

インフラ

ミドル

アプリ

国民等利用者の業務負荷

オンプレミス SaaSBaaSPaaSIaaS
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申請・届出等システムの全体像（案）

e-Govを前提とした申請・届出等システムの全体像を認識した上で本件の届出について検討を進め、段階的
に機能拡張やシステム間連携等を実現する。

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

申請・届出機能の提供
データ利活用等の各手続の特性を
考慮し、申請・届出機能として、
“共通的な申請・届出機能”と“個
別機能”を検討

従来システムとの併存
各地方公共団体の電子決裁シス
テム等の利用状況を踏まえて、従
来システムとの並行運用を考慮

e-Govシステムの利用
既に各府省での稼働実績がある
政府主導のクラウドサービス・プラット
フォームの積極的な利用

行政庁提供システムとの
データ連携
添付書類の提出削減のため、将
来的な行政間のデータ連携による
法的書類の照会等の実現を検討

申請・届出等システムの全体像

申請者

⚫産業廃棄物
処理事業者

⚫排出事業者

•計画書・報告
書等の届出
•許可申請・変
更届等の作
成・提出
•許可書の受領
等

受理審査者

⚫地方公共団体
⚫国
(受付・審査・公布)

•届出の受理
•許可申請・変更
届の受付・照会
•申請書類の審査
•許可書の交付
等

申請・審査
状況等の
管理

申請情報の
入力・照会

審査結果の
入力

登録・
修正申請

申請結果
通知

審査要求

審査結果
登録

【 申請・届出等システム 】

標準
仕様書

行政庁提供システム

公的書類の照会 等
✓住民票
✓登記事項証明書
✓納税証明書
✓自動車検査証 等
※将来的な拡張を検討

連携

31

Ⅰ Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ
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個別方式と共通方式（案）

全ての項目を画面から入力する個別方式、全ての書類を添付書類とする共通方式、２方式のメリット・デ
メリットについて検討を行う。「届出の項目・様式等が地方自治体により異なる実情の対応」は共通方式が
有効である。

XX届出書 ファイルアップロード

XX届出

添付 別紙1 ファイルアップロード

添付 別紙2 ファイルアップロード

共通方式

Word等で作成した申請書及び届出書等と、WordやExcel等で作成した
添付書類をファイルアップロードする方式

XX届出書

1.廃棄物の種類

2.処理を行う区域

① Word等で作成した申請
書の項目に必要事項を入
力する

② 別紙などの添付ファイルと同様に
ファイルアップロードにより申請書を
提出する

内容確認キャンセル

1.廃棄物の種類

XX届出

2.処理を行う区域

個別方式

Web画面上で申請書及び届出書等の項目を入力し、WordやExcel等
で作成した添付書類をファイルアップロードする申請・届出等の方式

添付 別紙1 ファイルアップロード

添付 別紙2 ファイルアップロード

XX届出書
① Web画面上の申請書の項
目に必要事項を入力する

② 別紙などの添付ファイルを
ファイルアップロードする

内容確認キャンセル

届出の項目・様式等が地方自治体により異なる実情の対応

個別方式と共通方式
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機能拡張、改修について

地方公共団体のご意見と、原課の知見を元に機能拡張、改修について検討する。特に「地方公共団体の
事情に応じることができる機能・体制」、「複数提出先指定」について検討を要する。

⚫ 部分補正機能
⚫ 申請データのDB保存（共有、データ利活用）
⚫ 組織・人事異動対応
⚫ GビズID委任機能への対応
⚫ サブシステムごとに分離されたヘルプ体制の改善（e-Govシステムとして一本化）
⚫ 検証環境の改善とステージング環境の整備、教育・試用環境の整備
⚫ 開発・運用・保守事業者への外注を前提とした権限管理
⚫ 長期署名対応（公文書発出を要する場合）

⚫ 複数提出先への一括提出
⚫ 様式作成支援機能の改善（組織マスター系を各様式に組み込む方式の改善）
⚫ 個別入力によるデータ利活用・申請データのDB保存（共有、データ利活用）
⚫ 地方公共団体が自律的に運用・保守できる仕組みと体制

地方公共
団体向け
手続・様
式対応

共通プラッ
トフォーム

機能拡張、改修の例

33
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地方公共団体への複数同時提出について

34

様式と添付書類が完全一致する手続を複数同時提出の対象として検討する。各地方公共団体がローカライ
ズした手続についても対応を検討する。異なる手続・様式の複数同時提出はできない想定である。

検討案

⚫パターン１：手続が統一された共通システムとしてe-Govを利用する
• 様式、添付書類が共通の手続・様式を準備する。
• 国民等利用者の入力情報が完全一致するため、複数の地方公共団体への同時提出ができる
• 別の申請・届出等システムが稼働している地方公共団体は２重の管理を要する。

⚫パターン２：各地方公共団体がローカライズされた手続をe-Govに設定して利用する
• 様式、添付資料が各地方公共団体で異なる前提の場合、自律的にe-Govに設定して運用する。自
由度が高い。

• 様式、添付資料が異なるため、手続が統一された複数の地方公共団体への同時提出はできない。
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組織異動時の対応について

35

各地方公共団体の組織異動時の対応について、e-Govによる運用を明確化し課題を抽出する予定である。

組織・職員・手続・様式の４つの観点で追加、変更、削除といった運用の課題があると想定している。

4

5

3 部署名の変更

部署A 部署B

1 新規部署の追加

部署A 部署A 部署A

既存部署の統合

既存部署の分割

部署B

部署A 部署C部署B

吸収
統合

新設
統合

部署A 部署C部署B

部署A 部署B部署A

2 既存部署の廃止

部署A
廃止

部署Bは廃止

部署A、Bは廃止

ア

ア

イ

ア

イ

イ

イ

組織異動の例

既存部署 新設部署

<凡例>

:手続所管の新設部署への移管
:手続所管の既存部署への移管

ア

イ



jGrantsは補助金の電子申請システム。地方公共団体が自律的に導入し運用できることを前提としたシ
ステムである。

36

類似システム：jGrants デジタル庁

https://www.jgrants-portal.go.jp/secretariat-hoper
jGrants 補助金の電子申請をご検討の省庁・自治体の方へ
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類似システム：e-TUMO APPLY(株式会社NTTデータ関西)    デジタル庁カタログより

デジタル庁では、自治体が各種サービスの情報を得られるようデジタル田園都
市国家構想並びに、Digi田甲子園の受賞サービス、関係府省庁の施策の
関与等のあるデジタル実装の優良事例を、横展開を加速化するため、どの自
治体でも活用できる、サービスをカタログ化して公開しています。

また、本サイトでは自治体における調達の支援のため、推奨機能等を取りまと
めたモデル仕様書を公開しています。

https://digiden-service-catalog.digital.go.jp/administration/7542/

デジタル実装の優良事例を支えるサービス／システムのカタログ（2024年秋版）

デジタル庁 「デジタル実装の優良事例を支えるサービス／システムのカタログ」で、豊富な申請審査機能と
電子決済を搭載した高度なサービスとして掲載されている。

e-TUMO APPLYの導入自治体数
は約800自治体



1.ご依頼の概要

2.調査検討等の進め方

3.手続関連

4. DX関連

5.今後の対応予定 ⚫ 手続関連

⚫ DX関連

38
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令和７年３月末までの対応予定

令和７年３月末までに、共通化の方法やスケジュールを記した推進方針案を策定する。

39

１．手続関連
⚫地方公共団体の現状についてプレ調査：オンライン化、手続・様式ローカライズ、 DX体制
⚫ローカライズ状況を前提とした個別方式、共通方式の検討
⚫R7年度アンケートの検討：現状把握と課題認識
⚫R7年度検討会の検討：意見集約と課題認識、対応策の検討

２．DX関連
⚫業務要件の策定：業務の課題把握と対策案の検討
⚫複数同時提出：都道府県、事務所の２階層で提出先を複数指定し、ワンストップで同時提出する要件の検討
⚫添付書類の省略可否：外部システム連携で省略可能な添付書類の検討
⚫e-GovのFit&Gap：e-Govの地方公共団体仕様の検討、先行事例で既にある課題把握と対策を検討
⚫ユースケースを設定して課題を明確化：部分補正、手続・様式改定、組織・人事異動への対応、外注事業者の代行等
⚫電子署名対応：利用する電子証明書、長期署名対応の状況
⚫検証環境におけるe-Gov評価状況
⚫委任対応：GビズIDとの連携状況

推進方針案の策定に向けて / 検討事項



R7年度・検討会の進め方（案）

Web会議形式による検討会を全3回開催し、課題共有と意見集約等を行い構想を具体化する。検討会は６地方公
共団体程度を委員とする。

40

R7年度・検討会の進め方（案）

•手続に係る標
準業務フロー
の策定
•ローカルルール
の実態
•システム化の
現状

主な検
討項目

第２回（X月）「施策案」 第３回（X月）「e-Gov適用」

現状把握 施策案

第１回（X月）「業務の現状」

進捗 課題認識
課題解決
の方向性

e-Gov
利用検討

検討会
のまとめ

•課題認識と共
有

•施策案の検討
•e-Govの現状

Fit&Gap

•Fitの明確化
•Gap認識と対
策

•課題解決の方
向性

•全3回のまとめ
•プロトタイプの
方向性

•申請書類の様
式・添付書類
•出力帳票の様
式
•個別方式、共
通方式
•認証
•運用 等
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デジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに基づく進め方（1/2） 「業務要件」、「機能要件」

デジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに基づくことで、必要な要件を網羅的に整理する

機能に関する事項

画面に関する事項

帳票に関する事項

情報・データに関す
る事項

システムに備える機能について、処理内容、入出力情報・方法、入力・出
力の関係等を整理する。

システムで表示される画面について、画面一覧（画面概要等）、主要画
面の出力イメージ、画面遷移の基本的な考え方、画面入出力要件・画面
設計要件（画面規約等）等を整理する。
プロトタイプを作成し、操作性や利便性の検証を行う。

システムにおいて入出力される帳票について、帳票一覧（帳票概要）、主
要帳票の出力イメージ、帳票入出力要件・帳票設計要件等を整理する。

システムにおいて取り扱われる情報・データについて、情報・データの構造等
を整理する。

外部インタフェース
に関する事項
（API連携含む）

当該システムと連携する相手先システム、送受信データ、送受信タイミング、
送受信の条件等を整理する。
インターフェースの連携方式を整理し、実現方式や必要となる通信用ソフト
ウェア等の要件を明確化する。
特にGビズID、マイナンバーとの連携に当たっての実現方式を検討する。
また、産廃廃棄物関連システム、その他行政関連システム（申請時の添
付書類関連）との連携を検討する。

デジタル・ガバメント
推進標準ガイドライン

本業務における検討事項（観点、手法等）

ファイルに関する事
項

システムにおいて入出力を行うファイルについて、ファイルの概要や形式 、ファ
イルの入出力の基本的な考え方等を整理する。

業務実施手順

規模

時期・時間

場所等

業務の実施時期、期間及び繁忙期、業務の実施・提供時間を整理
する。

業務の実施場所（諸設備・物品等含む）の情報を整理する。

本業務で整理した各施策の期待効果を踏まえて、システム化に当
たっての目標（指標項目）とその測定方法等を整理する。

利用者数や業務量（申請数等）をヒアリングの上で試算する。
新規にシステムを構築することから、他案件の類似システムなどのモデ
ルケースから規模を推察する。

デジタル・ガバメント
推進標準ガイドライン

本業務における検討事項（観点、手法等）

システム化対象の行政手続の類型パターン、各手続業務フロー、業
務実施体制（貴省）等を整理する。また、プロトタイプ（後述参
照）等を作成し、業務要件の妥当性を利用者から確認する。

管理すべき指標

情報システム化の
範囲

システム化を実施する業務の範囲及び当該システムを用いずに実施
する業務の範囲を整理する。

機能要件の要件項目業務要件の要件項目 太字下線：
今回の業務でのポイント
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デジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに基づく進め方（2/2）「非機能要件」

デジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに基づくことで、必要な要件を網羅的に整理する

ユーザビリティ及びア
クセシビリティに関す
る事項

システム方式に関す
る事項

規模に関する事項

性能に関する事項

ユーザビリティ及びアクセシビリティについて、日本工業規格等を踏まえつつ、ユーザ定義
（利用者の種類、特性及び利用において配慮すべき事項等）を整理する。
利用者の「業務効率化」や「業務品質の向上」（操作性や視認性の向上）に資す
るUIデザインとなるよう留意する。

アプリ、クラウドサービス等のシステム全体のアーキテクチャを検討。
将来的なデジタル化対象の追加、機能拡張等を見据え、申請書・ワークフロー等の
機能追加やデータ利活用の拡充が容易なように要件を定める。

データ量、処理件数、情報システムの利用者数等について整理する。
新規にシステムを構築することから、他案件の類似システムなどのモデルケースから規模
を推察する。

性能要件（応答処理時間等）を整理する。
新規にシステムを構築することから、他案件の類似システムのサービスレベルやIPA非機
能要求グレード等の各種指標を活用して目標値を検討する。

信頼性に関する事項
稼働率・平均故障間隔や可用性対策（冗長化構成など）等を整理する。
新規にシステムを構築することから、他案件の類似システムのサービスレベルやIPA非機
能要求グレード等の各種指標を活用して目標値を検討する。

拡張性に関する事項 システムの構築後の拡張性要件について整理する。

デジタル・ガバメント
推進標準ガイドライン

本業務における検討事項（観点、手法等）

上位互換性に関する
事項

システムを構成するＯＳ及びミドルウェア等のバージョンアップ時におけるシステムの改修
の許容度等を整理する。

中立性に関する事項
システム構築に関わった事業者以外でも運用が容易となるよう標準的な技術(OSS
等)や方法論(ITIL等)の導入に向けた検討を行う。

継続性に関する事
項

情報セキュリティに
関する事項

システムの運用の継続性について、障害、災害等によるシステムの問題発生時に求めら
れる必要最低限の機能、その目標復旧時間等のBCP要件を整理する。

システムに備えるべきセキュリティ対策（認証・アクセス制御・権限設定・サイバー攻撃対
策等）を、「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」及び「情報システム
に係る政府調達におけるセキュリティ要件策定マニュアル」等を参照し整理する。

情報システム稼働
環境に関する事項

クラウドサービス、ハードウェアの構成、ソフトウェア製品の構成、ネットワークの構成、施設・
設備の条件について整理する。
政府の指針(クラウドサービス利用方針等)やコスト削減を踏まえた稼働環境を検討する。

移行に関する事項
新規にシステムを構築・稼働させることより、システム切替・データ移行等は発生しない想
定だが、既存の申請書類の移行要否の検討が必要。業務移行に当たって、本番稼働
前までの制約条件等について整理する。

テストに関する事項
設計開発において実施すべきテストについて、テストの種類、目的、内容等を整理する。
関連システムとの連携テストなど、関係者間での役割分担を整理、認識齟齬が発生しな
い対策を検討する。

引継ぎに関する事
項

システムの運用・保守事業者等への引継ぎに関し実施すべき作業を整理する。

教育に関する事項
システムの利用者に対する教育について、教育対象者の範囲、教育の方法、実施すべき
作業等を整理する。

運用に関する事項
システムの運用作業として実施すべき作業（運転管理・監視等要件、運用サポート業
務、業務運用支援、運用実績の評価と改善等）を整理する。
e-Govを活用する場合、役割分担等を整理

保守に関する事項
システムの保守について、アプリケーションプログラム、ハードウェア、ソフトウェア製品、データ
等の保守要件を整理する。
e-Govを活用する場合、役割分担等を整理

デジタル・ガバメント
推進標準ガイドライン

本業務における検討事項（観点、手法等）
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